
第三セクター等について地方公共団体が有する財政的リスクの状況に関する調査結果

（単位：百万円、％）

前年度
調査

前年度
調査

1 熊本県八代市 土地開発公社 八代市土地開発公社 有佐分譲地の販売 88 57 3 57 32 32 1 0 0 0.00% 0.00% 0 0 0 0 36 36 36 100.00% 100.00% 56 56 56 ▲21 ▲21 ▲21 0 0 0.00% 11.66% 0 0 0 ◎ ▲1 ▲25 25

2 熊本県人吉市 会社法法人 くま川下り 木造船による球磨川の観光遊覧及び国民宿舎の管理運営
（国民宿舎については３月末をもって閉業）

150 167 12 35 ● ▲18 ▲4 ▲14 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 0.00% 13.51% 0 0 0 ● ▲11 ▲6 ▲6

3 熊本県水俣市 土地開発公社 水俣市土地開発公社 公共用地等の取得 171 163 1 104 9 9 1 59 59 0.73% 0.73% 67 67 ▲9 ▲9 162 162 162 100.00% 100.00% 171 171 171 ▲9 ▲9 ▲9 59 0 0.73% 13.74% 68 0 ▲9 1 1 ▲1

4 熊本県菊池市 土地開発公社 菊池市土地開発公社 公有地となるべき必要な土地等の取得及び造成その他の管
理等

846 610 1 553 237 385 ▲148 0 0 0.00% 0.00% 0 0 0 0 791 732 732 92.54% 92.54% 1,528 1,528 1,504 ▲737 ▲796 ▲773 0 0 0.00% 12.78% 0 0 0 ○ ▲148 31 ▲179

5 熊本県宇土市 土地開発公社 宇土市土地開発公社 公共用地及び公有地等の取得管理処分等 334 316 1 0 19 13 6 321 321 3.77% 3.77% 320 186 2 136 321 321 321 100.00% 100.00% 320 320 187 2 2 135 317 0 3.71% 13.62% 321 0 ▲4 7 ▲9 15

6 熊本県阿蘇市 会社法法人 東阿蘇観光開発 仙酔峡ロープウェイの運営 224 340 50 0 ● ▲117 ▲110 ▲7 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 177 0 1.85% 13.41% 194 0 ▲17 ◎ ▲7 ▲8 1

7 熊本県天草市 会社法法人 天草エアライン 天草エアラインの運航 699 357 115 0 342 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 100 0.30% 11.67% - - - - ○ ▲102 - -

8 熊本県山都町 会社法法人 そよ風遊学協会 宿泊施設・公園・物産館の管理運営 38 65 100 21 ◎ ▲27 ▲48 21 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 0.00% 13.82% 0 0 0 23 2 22

9 熊本県五木村 会社法法人 子守唄の里五木 農産物・水産物の販売 63 46 42 13 18 25 ▲7 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 0.00% 15.00% 0 0 0 ○ ▲7 57 ▲63

10 熊本県山江村 会社法法人 やまえ 農林水産物の加工販売及び通信販売。公衆浴場、宿泊施設
の経営、各種イベントの企画、運営、情報発信。

38 36 11 8 3 ▲8 11 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 0.00% 15.00% 0 0 0 11 ▲10 20

11 熊本県球磨村 会社法法人 球磨村ふるさと振興公社 温泉宿泊施設の管理、運営 37 24 40 10 14 ▲14 27 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0 0 0.00% 15.00% 0 0 0 6 ▲9 14

（注１）本調査の資料については、表示単位未満を原則として切り上げしている。

（注２）複数の地方公共団体が同一の法人に損失補償等の財政援助を行っている場合は、番号の左側に●を付している。
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